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第１章  総則 

（目的） 

第１条 この規則は、独立行政法人国立青少年教育振興機構旅費規程（以下「旅費規程」とい

う。）第５１条の規定に基づき、旅費規程を実施するために必要な事項を定め、独立行政法人

国立青少年教育振興機構（以下「機構」という。）の旅費に関する事務の適正な処理を図るこ

とを目的とする。 

 

（旅行命令権の委任） 

第２条 旅費規程第５条第１項の規定に基づく旅行命令権者（以下「旅行命令権者」という。）

は、別表第１に定める範囲及び区分により、旅行命令及び旅行依頼（以下「旅行命令等」とい

う。）を行う。 

２ 旅行命令権者は、旅行命令等の執行上支障がある場合には、旅行命令等を発する権限（以下

「旅行命令権」という。）を、別表第１に定める旅行命令権の範囲及び区分において、当該部

局の所管する課長、次長及び室長に委任（以下「復委任」という。）することができる。 

３ 旅行命令権者に事故等があった場合には、当該旅行命令権者の職務を補佐する役職の者又は

事務取扱を命ぜられた役職員が、その権限を行う。 

４ 前項の規定は、第２項により復委任した場合に準用する。 



５ 第２項及び第３項の規定により委任する場合には、当該旅行命令権者又は当該部局の役職員

は、旅行命令権の委任に関する届出書（別紙様式１）により、委任日及び委任理由並びに受任

者等必要事項を記載のうえ、理事長へ届け出なければならない。 

 

（一般職員俸給表に相当する職務の級） 

第３条 旅費規程第３条第２項の規定する一般職員本給表の適用を受けない役職員及び役職員以

外の者について、「一般職員本給表に相当する職務」とは、別表第２に定めるところによる。 

 

（旅行命令の取り消し等に係る旅費） 

第４条 旅費規程第４条第５項の規定により支給する旅費の額は、次の各号に規定する額によ

る。 

 一 鉄道賃、船賃、航空賃若しくは車賃又はホテル、旅館その他宿泊施設の利用を予約するた

め支払った金額で、所要の払戻手続きをとったにもかかわらず、払戻を受けることができな

かった額。ただし、その額は、その支給を受ける者が、当該旅行において、この規程により

支給を受けることができた鉄道賃、船賃、航空賃若しくは車賃又は宿泊料の額をそれぞれ超

えることができない。 

 二 赴任に伴う住所若しくは居所の移転のため又は外国旅行に伴う支度のために支払った金額

で、当該旅行において、この規程により支給を受けることができた移転料又は支度料の額の

３分の１に相当する額の範囲内の額 

 三 外国旅行に伴う外貨の買入又はこれに準ずる経費を支弁するために支払った金額で、当該

旅行において、この規程により支給を受けることができた額の範囲内の額 

 

（旅費喪失の場合における旅費） 

第５条 旅費規程第４条第６項の規定により支給する旅費の額は、次の各号に規定する額とす

る。ただし、その額は、現に喪失した旅費の額を超えることができない。 

  一 現に所持していた旅費額（輸送機関を利用するための乗車券、乗船券等の切符類で当該旅

行において、購入したもの（以下「切符類」という。）を含む。以下この条において同

じ。）の全部を喪失した場合には、その喪失した時以後の旅行を完了するためこの規程によ

り支給することができる額 

  二 現に所持していた旅費額の一部を喪失した場合には、前号に規定する額から喪失を免れた

旅費額（切符類については、購入金額のうち、未使用部分に相当する金額）を差し引いた額 

 

（旅行命令等） 

第６条 旅行命令権者は、旅費規程第５条第４項の規定により、旅行命令又は旅行依頼（以下

「旅行命令等」という。）を発し、又は変更した場合には、速やかに当該旅行命令簿等を経理

責任者に提示しなければならない。 



２ 旅費規程第５条第６項に規定する旅行計画書、旅行命令簿等の様式及び記載事項は、別紙様

式２号及び様式第３号に定める。 

 

（路程の計算） 

第７条 旅費規程第８条第２項の規定による国内旅行の路程の計算方法は、出発地（旅費規程第

３条第３項による地域。以下同じ）又は目的地の最寄りの鉄道駅、バス停留所、乗船場若しく

は飛行場の間の路程により行う。 

２ 前項の路程は、鉄道運送事業者（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）に定める鉄道運送

事業を営む者をいう。以下同じ）が定める路程、一般乗合旅客自動車運送事業者（道路運送法

（昭和２６年法律１８３号）に定める一般旅客自動車運送事業を営む者をいう。）が定める路

程、一般旅客定期航路事業者（海上運送法（昭和２４年法律１８７号）に定める一般旅客航路

事業を営む者をいう。）が定める路程による。 

３ 外国旅行の路程の計算方法は、前２項の規定の趣旨に準じて行う。 

 

（旅費の計算書等） 

第８条 旅費規程第１５条に規定する旅費計算(精算)書の様式及び記載事項は、以下の各号のと

おりとする。 

 一 国内旅行及び外国旅行の出張等で、次号によらない場合の旅費 ･･･別紙様式４ 

 二 赴任の旅費、扶養親族移転料の発生する旅費 ･･･････････････････別紙様式５ 

 三 旅費規程第１５条に規定する旅行報告書の様式及び記載事項は、別紙様式２のとおりとす

る。 

 

 

第２章  国内旅行の旅費 

 

（鉄道賃） 

第９条 鉄道賃の額の支給は、旅費規程第１６条に規定するほか、次のとおりとする。 

２ 急行料金は、１有効区間の急行券ごとに計算するものとする。この場合において、普通急行

列車を運行する線路による旅行で普通急行列車の客車の全席が座席指定となっているときは、

普通急行料金と座席指定料金の合計額を急行料金とする。 

３ 東海道・山陽新幹線における「のぞみ号」の利用は、最も経済的な通常の経路及び方法の選

択肢として、取扱うこととする。ただし、旅行者が「のぞみ号」以外を利用した場合は、当該

旅行において利用した料金を支給する。 

４ 座席指定料金は、１有効期間の座席指定席券ごとに計算するものとする。 

５ 特別車両料金の額は、次の各号によるものとする。 

 一 急行料金を支給する区間は、急行列車に係る特別車両料金 



 二 １旅行区間に急行列車と普通列車が、直通運転をしている線路がある場合で、その線路を

利用する区間の一部に対して急行料金を支給するときは、その線路を利用する区間におい

て、急行料金を支給する当該区間の路程に応じた急行列車に係る特別車両料金 

 三 前２号を除く区間は、普通列車に係る特別車両料金 

６ 旅費規程第１６条第４項に規定する特別車両料金の支給において「旅行命令権者が必要と認

めた者」とは、次の各号の者をいう。 

 一 役員及び役員に相当する職務にある者に随行を命ぜられた者 

 二 役員の職務の代理として業務を行う者  

 三 用務の内容、学識経験、社会的地位等を勘案して、役員の職務にある者と同等と認める者 

７ 本条各項に規定する料金は、各々で定める基準のほか、次の各号により、旅行命令権者が特

に必要であると認めた場合において支給することができる。 

 一 緊急な用務のため、旅費規程第１６条第２項に規定する基準に満たない場合で、急行料金

を必要とする列車に乗らなければその用務が達成できない場合 

 二 特別急行列車を利用すれば用務地での前泊又は後泊が不要となる等経済的な旅行となる場

合 

三 前各号の列車に座席指定券が必要な場合 

８ 旅費規程第４７条第３項に基づき、別表第３に定める区間の鉄道旅行（途中駅で乗下車する

場合を除く）において、業務上の必要その他やむを得ない事情により、旅行命令権者が特別急

行列車を利用して旅行する必要があると認めた場合は、旅費規程第１６条第２項及び第３項に

かかわらず、特別急行料金及び座席指定料金を支給することができる。 
 

（船賃） 

第１０条 船賃の額の支給は、旅費規程第１７条に規定するほか、次のとおりとする。 

２ 座席指定料金には、船室の設備の利用料金は含まないものとする。 

３ 特別船室料金の額は、特別船室料金を徴する船室で指定席と自由席があるものを運行する航

路による旅行をする場合には、指定席に係る特別船室料金とする。 

４ 旅費規程第１７条第６項に規定する特別船室利用料金の支給において「旅行命令権者が必要

と認めた者」とは、前条第６項に規定する者をいう。 

 

（航空賃） 

第１１条 航空賃の額の支給は、旅費規程第１８条に規定するほか、次のとおりとする。 

２ 航空賃は、業務の内容及び日程並びに当該旅行に係る旅費総額を勘案して、旅行命令権者が

航空機を利用する事が最も経済的な通常の経路及び方法によるものと認める場合は支給するこ

とができる。 

３ 旅行命令権者は、前項に規定する以外に、次の各号のいずれかに該当する場合は航空賃を支

給することができる。 



 一 役員又はこれらに相当する職務にある者が旅行する場合 

 二 前号に該当する者以外の者が、緊急かつ重要な会議若しくは打ち合わせ及び前号に該当す

る者に随行する等のため航空機を利用して旅行しなければ業務上支障をきたす場合 

 三 天災その他やむを得ない事情により航空機を利用することが適当であると認められる場合 

 

（車賃） 

第１２条 車賃の額の支給は、旅費規程第１９条に規定するほか、実費額が算出できない場合に

は、路程に応じ１キロメートルあたり３７円を支給する。 

 

（日当の調整） 

第１３条 全行程において機構の乗用自動車を利用する日帰り旅行（東京都特別区内の旅行を除

く。）の場合の日当は、日当定額の５割を減額して支給する。 

 

（宿泊の基準） 

第１４条 独立行政法人国立女性教育会館その他これらに類似する施設に宿泊する場合は、原則

として定額の５割を減額して支給する。 

２ 路程が、鉄道１００キロメートル、水路５０キロメートル及び陸路２５キロメートル未満の

旅行の場合は、原則として宿泊料を支給しない。 

３ 役職員及び役職員以外の者が、業務の終了後自宅等へ帰着できる時刻が午後１０時を超えな

い場合は、原則として宿泊料を支給しない。 

 

（食卓料） 

第１５条 宿泊を要する旅行において宿泊料が発生しない場合には、宿泊料に代えて、旅費規程

第２２条第２項に規定する「食費を要する場合」として級相当の区分に応じた定額を支給する

ことができる。 

 

（移転料の調整） 

第１６条 赴任に伴う実際の移転の路程が旧勤務地から新勤務地までの路程に満たない場合は、

その実際の路程に応じた移転料の定額とする。 

 

（着後手当の調整） 

第１７条 着後手当ての支給は、旅費規程第２４条に規定するほか、次の各号に掲げる理由によ

り、正規の着後手当を支給することが適当でないときは、当該各号に掲げる基準により着後手

当を支給するものとする。 



 一 新在勤地に到着後、直ちに役職員のための宿舎、寮等に居住できる場合又は自宅に入る場

合には、日当の定額の２日分及び赴任に伴い住所又は居所を移転した地の存する地域の区分

に応じた宿泊料の定額の２夜分に相当する額 

 二 前号以外の場合でその移転の路程が鉄道５０キロメートル未満の場合 日当定額の３日分

及び赴任に伴い住所又は居所を移転した地の存する地域の区分に応じた宿泊料定額の３夜分

に相当する額 

 三 第１号以外の場合でその移転の路程が鉄道５０キロメートル以上１００キロメートル未満

の場合 日当定額の４日分及び赴任に伴い住所又は居所を移転した地の存する地域の区分に

応じた宿泊料定額の４夜分に相当する額 

 

（扶養親族移転料の調整） 

第１８条 旅費規程第２５条第１項及び第２項に規定する扶養親族移転料のうち、６歳未満の者

に対する航空賃の額は、その移転の際における職員相当の航空賃の額の２分の１に相当する額

にできるものとする。  

２ 旅費規程第２５条第１項及び第２項に規定する扶養親族移転料の鉄道賃又は船賃のうち、６

歳未満の者を３人以上随伴する場合における２人を超える者ごと及び１２歳未満６歳以上の者

に支給する特別車両料金又は特別船室料金の額は、その移転の際における職員相当の特別車両

料金又は特別船室料金の額にできるものとする。 

 

 

第３章  外国旅行の旅費    

 

 

（外国出張の旅行命令等） 

第１９条 旅行命令権者は、外国出張の旅行命令等を発しようとするときは、予め外務省により

退避勧告、家族等退避勧告又は渡航延期勧告の発せられた国又は地域でないことを確認した上

で、旅行命令等を発するものとする。 

２ 旅行地が外務省による観光旅行延期勧告又は注意喚起の発せられた国又は地域であるとき

は、旅行命令権者は業務上やむを得ないと認められる場合に限り、旅行命令等を発するものと

する。 

 

（外国貨幣の換算） 

第２０条 交通費（鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃をいう。）及び旅行雑費等で外貨建ての旅費

について、概算払を行う場合にあっては、旅行命令を発した日の銀行外貨公示相場（ＴＴＳレ

－ト）を、精算を行う場合にあっては、支出した日の銀行外貨公示相場（ＴＴＳレ－ト）を用

いて算出した額を支給する。 



 

（航空賃の調整） 

第２１条 旅費規程第３４条第３項に規定する直近上位の級の運賃の支給対象となる者は、次の

とおりである。 

 一 本邦と旅費規程別表７に掲げる地域を除いた地域間の航空旅行をする６級又は５級の職務

の者 

二 1旅行区間における所要時間が８時間以上の航空旅行をする６級又は５級の職務の者 

 三 １旅行区間における所要時間が２４時間以上の航空旅行をする６級以下の職務の者 

 

（宿泊料の調整）   

第２２条 国際会議等に出席するため役員又は指定職の職務にある者の外国旅行に随行するもの

が同一の宿泊施設に宿泊しなければ業務上支障を来す場合又は国際会議等において外国政府等

より宿泊施設の指定があり、当該宿泊施設以外に宿泊することが困難な場合には、宿泊料定額

を上限として、旅行命令権者が適当と認める額を増額して支給することができる。 

 

（扶養親族移転料の計算の基礎となる旅行区間） 

第２３条 旅費規程第３９条第１項第２号に該当する場合における扶養親族移転料の計算の基礎

となる旅行区間は、扶養親族を勤務地に呼び寄せるとき（本邦から勤務地に呼び寄せるときを

除く。）はその居住地と勤務地の区間とし、扶養親族を本邦から勤務地に呼び寄せ又は本邦に

帰らせるときは、勤務地と機構本部又は所属施設の所在地の区間とする。 

 

（支度料の調整等） 

第２４条 旅費規程別表第１３に掲げる旅行期間の月の計算は、暦日によって計算する。 

２ 旅費規程第４０条第３項に規定する「その出張又は赴任をした日」とは、その出張又は赴任

のための旅行の最初の日とする。 

３ 前に受けた支度料の合計額の算定に当たっては、現在までの引き続いた外国勤務の直近の国

内勤務以前に支給を受けた支度料は含まない。 

 

 

第４章  雑則 

 

（旅費の調整） 

第２５条 旅費規程第４７条に規定する別に定める場合とは、次のとおりとする。 

 一 役職員の職務の級が遡って発令された場合において、その発令に伴う旅費の増額又は減額

は行わない。 



 二 旅費の全部又は一部が機構以外から支給される場合には、その支給される旅費の全部又は

一部を支給しない。 

 三 旅行者が公用の交通機関、宿泊施設、食堂施設等を利用する場合において、正規の旅費を

支給すると旅行の実費を不当に超える旅費又は通常必要としない旅費を支給することになる

場合には、正規の旅費のうち、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料又は食卓料の全

部又は一部を支給しない。 

 四 鉄道旅行又は水路旅行の場合において、当該旅行の目的又は緩急の度合いにより正規の旅

費の鉄道賃又は船賃の額のうち、所定の運賃、特別急行料金、急行料金、座席指定料金、特

別車両料金、寝台料金又は特別船室料金を支給する必要がない場合には、これを支給しな

い。 

 五 旅行者が旅行中に業務傷病等により旅行先の医療施設等を利用して療養したため、正規の

日当及び宿泊料を支給することが適当でない場合には、当該医療中の日当及び宿泊料の２分

の１に相当する額は、これを支給しない。 

２ 旅費規程第４７条第３項の規定は、別に定める。 

 

（支給方法の特例） 

第２６条 旅費規程第４８条第２項の規定に基づき、旅費規程第５条の規定に基づく旅行命令に

より、旅費を概算払で支給する場合には、旅費に代えて法人カードにより支給することができ

る。ただし、旅行が完了した場合には、旅行者は旅費規程第１５条の規定に基づき、精算手続

を行わなければならない。 

２ 旅費規程第４８条第２項の規定に基づき、 旅費規程第２７条第１項第４号に規定する勤務

地内旅行の旅費は、旅費に代えて交通カードにより支給することができる。 

 

 

（地方施設所長に係る旅行一覧報告書） 

第２７条 旅費規程第５０条に規定する地方施設所長に係る旅行一覧報告書の様式及び記載事項

は、別紙様式６のとおりとする。 

 

 

附 則 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 



この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第２条関係） 

 

旅行命令権者及び旅行命令権の範囲・区分 
旅行命令権者 

旅行命令権の範囲・区分 

（ ※復委任する場合の範囲・区分 ） 

権限の 

委任者 

権限の受任者（委任の受任者） 
旅 行 命 令 旅行依頼 

部  局 役 職 

理 
 
 

事 
 
 

長 

― ― 

・役員（理事長、理事、監事） 
・国立オリンピック記念青少年総合 

センター所長及び所長代理 

・青少年教育研究センター長 

各部局の業務にまた

がる場合 又は理事

長が特に必要と認め

た場合 

－ 担当理事 ・各部長 

各

部

局

の

業

務

に

係

る

役

職

員

以

外 

監査室 監査室長 

各

部

局

・

施

設

に

所

属

す

る

職

員 

経営企画室 室 長 

総務部 部 長 

財務部 部 長 

教育事業部 部 長 

子どもゆめ基金部 部 長 

オリンピックセンター運営部 部 長 

青少年教育研究センター 副センター長 

国民運動等推進室 室 長 

国立大雪青少年交流の家 所 長 

国立岩手山青少年交流の家 所 長 

国立磐梯青少年交流の家 所 長 

国立赤城青少年交流の家 所 長 

国立能登青少年交流の家 所 長 

国立乗鞍青少年交流の家 所 長 

国立中央青少年交流の家 所 長 

国立淡路青少年交流の家 所 長 

国立三瓶青少年交流の家 所 長 

国立江田島青少年交流の家 所 長 

国立大洲青少年交流の家 所 長 

国立阿蘇青少年交流の家 所 長 

国立沖縄青少年交流の家 所 長 

国立日高青少年自然の家 所 長 

国立花山青少年自然の家 所 長 

国立那須甲子青少年自然の家 所 長 

国立信州高遠青少年自然の家 所 長 

国立妙高青少年自然の家 所 長 

国立立山青少年自然の家 所 長 

国立若狭湾青少年自然の家 所 長 

国立曽爾青少年自然の家 所 長 

国立吉備青少年自然の家 所 長 

国立山口徳地青少年自然の家 所 長 

国立室戸青少年自然の家 所 長 

国立夜須高原青少年自然の家 所 長 

国立諫早青少年自然の家 所 長 

国立大隅青少年自然の家 所 長 

※旅費規則第２条第２項によって復委任する場合は、原則として、上記「権限の受任者」の旅行命令権の範囲・区分内

において、各部局に所属する課長、次長及び室長に委任する。 



 

 

別表第２（第３条関係） 
 

一般職員本給表に相当する職務の級 

独立行政法人 国立青少年教育振興機構の役職員の給与規程の適用がある者 

国家公務員法に基づく

一般職の職員の給与に

関する法律の適用があ

る者 

研 究 職 員 本 給 表 医療職員本給表 (二 ) 医療職員本給表 (一 ) 一般職員本給表 (二 ) 役員及び一般職員本給表 (一 ) 指定職俸給表及び 
行政職俸給表(一) 

― ― ― ― 役 員 指定職 
６級～ 
５級 ８級～７級 ５級～ 

３級 ― １０級～７級 １０級～７級 

４級～ 
２級( 2 5 号 給 以 上 ) 

６級～ 
３級(5 号給以上 ) 

２級 
１級(１３号給以上) ５級 ～ ４級 ６級 ～ ３級 ６級 ～ ３級 

２級( 2 4 号 給 以 下 ) 
～１級 

３級(4 号 給 以 下 ) 
～１級 １級(１２号給以下) ３級～１級 ２級～１級 ２級～１級 

 

独立行政法人  
国立青少年教育

振興機構給与規

程の 
役員 及び 
一般職員本給表 (一 ) 

左欄の級に相当する職務 

国立大学法

人職員の事

務職の者 

国立大学法人職員及び 
地方公務員の事務職以外の者 

私立大学の事

務職以外の者 左記以外の者 
大 学 

高等学校 
中学校 
小学校 
幼稚園 

高等専門学

校 
専修学校 

役 員 左
欄
の
級
に
相
当
す
る
職
務 

     

９ 級 教 授   学 長（＊） 
教 授（＊） 

民間団体の役員（＊） 
都道府県の長 
都道府県の部長 

７級 准教授  校 長 学 長 
教 授  

６級     都道府県の課長 
市町村の長 

５級     市町村の課長 

４級 講 師 
校長、副校長 
教頭 
園長、副園長 

教 授 准教授 

学識経験者 
都道府県の課長補佐 
都道府県の係長 
市町村の係長 

３級 助 教 
助 手 

主幹教諭 
指導教諭 
(相当の学識 
経験を有す 
る)教諭及び 
養護教諭 

准教授 

講師 
(相当の学識 
経験を有す 
る)助教及び 
助手 

 

２級 上記以外

の者 
教 諭 
養護教諭 

講 師 
教育を行う

職務 

助 教 
助 手 上記以外の者 

１級 ― 上記以外の者 
助教、助手 
教育の補助

を行う職務 
― ― 

備 考 ＊：旅行者を講師として旅行させること 
      旅行者が、大学卒業後２５年、短期大学卒業後３０年 
※上記の表に該当する級区分がない場合には、文部科学省の旅費支給に関する諸規則に準じて定めるものとする。 



別表第３（９条関係）

函　館 ～ 八　雲 五稜郭 ～ 八　雲 新函館北斗 ～ 八　雲 新函館北斗 ～ 長万部 八　雲 ～ 洞　爺

八　雲 ～ 伊達紋別 札　幌 ～ 美　唄 札　幌 ～ 砂　川 札　幌 ～ 滝　川 札　幌 ～ 白　老

札　幌 ～ 苫小牧 札　幌 ～ 追　分 札　幌 ～ 新夕張 岩見沢 ～ 深　川 岩見沢 ～ 旭　川

美　唄 ～ 旭　川 砂　川 ～ 旭　川 滝　川 ～ 旭　川 旭　川 ～ 白　滝 旭　川 ～ 士　別

旭　川 ～ 名　寄 旭　川 ～ 美　深 伊達紋別 ～ 苫小牧 東室蘭 ～ 苫小牧 東室蘭 ～ 南千歳

幌　別 ～ 南千歳 登　別 ～ 南千歳 白　老 ～ 新札幌 南千歳 ～ 占　冠 新札幌 ～ 新夕張

新　得 ～ 池　田 遠　軽 ～ 北　見 遠　軽 ～ 美　幌 北　見 ～ 網　走 木古内 ～ 奥津軽いまべつ

名　寄 ～ 音威子府 幌　延 ～ 南稚内 幌　延 ～ 稚　内 郡　山 ～ 白石蔵王 郡　山 ～ 米　沢

郡　山 ～ 那須塩原 双　葉 ～ 仙　台 福　島 ～ 仙　台 福　島 ～ 赤　湯 福　島 ～ かみのやま温泉

福　島 ～ 山　形 福　島 ～ 新白河 仙　台 ～ くりこま高原 仙　台 ～ 一ノ関 仙　台 ～ 浪　江

古　川 ～ 一ノ関 古　川 ～ 水沢江刺 古　川 ～ 北　上 くりこま高原 ～ 水沢江刺 くりこま高原 ～ 北　上

くりこま高原 ～ 新花巻 一ノ関 ～ 新花巻 一ノ関 ～ 盛　岡 水沢江刺 ～ 盛　岡 盛　岡 ～ 二　戸

盛　岡 ～ 八　戸 盛　岡 ～ 大　曲 盛　岡 ～ 角　館 二　戸 ～ 七戸十和田 八　戸 ～ 新青森

七戸十和田 ～ 奥津軽いまべつ 青　森 ～ 鷹ノ巣 青　森 ～ 大　館 米　沢 ～ 村　山 赤　湯 ～ 村　山

赤　湯 ～ 新　庄 山　形 ～ 新　庄 大　曲 ～ 秋　田 大　曲 ～ 雫　石 秋　田 ～ 東能代

秋　田 ～ 鷹ノ巣 秋　田 ～ 象　潟 秋　田 ～ 仁賀保 秋　田 ～ 田沢湖 秋　田 ～ 角　館

秋　田 ～ 遊　佐 八郎潟 ～ 鷹ノ巣 東能代 ～ 弘　前 大　館 ～ 新青森 羽後本荘 ～ 鶴　岡

羽後本荘 ～ 余　目 羽後本荘 ～ 酒　田 越後湯沢 ～ 長　岡 越後湯沢 ～ 燕三条 越後湯沢 ～ 高　崎

浦　佐 ～ 燕三条 浦　佐 ～ 上毛高原 新　井 ～ 柏　崎 新　井 ～ 長　岡 上越妙高 ～ 長　岡

上越妙高 ～ 見　附 上越妙高 ～ 黒部宇奈月温泉 上越妙高 ～ 上　田 上越妙高 ～ 長　野 直江津 ～ 長　岡

高　田 ～ 見　附 直江津 ～ 長　岡 直江津 ～ 見　附 直江津 ～ 東三条 柏　崎 ～ 東三条

柏　崎 ～ 加　茂 柏　崎 ～ 新　津 長　岡 ～ 新　潟 新　潟 ～ 村　上 坂　町 ～ 鶴　岡

鶴　岡 ～ 村　上 東　京 ～ 小田原 東　京 ～ 湯河原 東　京 ～ 大　月 東　京 ～ 小　山

東　京 ～ 熊　谷 東　京 ～ 本庄早稲田 東　京 ～ 石　岡 東　京 ～ 八　街 東　京 ～ 成　東

東　京 ～ 横　芝 東　京 ～ 八日市場 東　京 ～ 茂　原 東　京 ～ 上総一ノ宮 東　京 ～ 大　原

東　京 ～ 君　津 東　京 ～ 木更津 霞ヶ関 ～ 箱根湯本 品　川 ～ 小田原 品　川 ～ 熱　海

品　川 ～ 石　岡 新横浜 ～ 小田原 新横浜 ～ 熱　海 新横浜 ～ 三　島 小田原 ～ 新富士

小田原 ～ 静　岡 熱　海 ～ 静　岡 熱　海 ～ 伊豆急下田 池　袋 ～ 西武秩父 新　宿 ～ 大　月

新　宿 ～ 箱根湯本 立　川 ～ 塩　山 立　川 ～ 山梨市 立　川 ～ 石和温泉 立　川 ～ 甲　府

八王子 ～ 塩　山 八王子 ～ 山梨市 八王子 ～ 石和温泉 八王子 ～ 甲　府 八王子 ～ 竜　王

八王子 ～ 韮　崎 大　月 ～ 韮　崎 大　月 ～ 小淵沢 塩　山 ～ 上諏訪 石和温泉 ～ 上諏訪

甲　府 ～ 富　士 甲　府 ～ 岡　谷 甲　府 ～ 塩　尻 甲　府 ～ 富士宮 甲　府 ～ 内　船

韮　崎 ～ 松　本 上　野 ～ 小　山 上　野 ～ 熊　谷 上　野 ～ 本庄早稲田 上　野 ～ 石　岡

東武動物公園 ～ 薮　塚 東武動物公園 ～ 新桐生 浦　和 ～ 栃　木 浦　和 ～ 新鹿沼 大　宮 ～ 小　山

大　宮 ～ 宇都宮 大　宮 ～ 本庄早稲田 大　宮 ～ 高　崎 大　宮 ～ 新前橋 大　宮 ～ 渋　川

大　宮 ～ 前　橋 大　宮 ～ 安中榛名 大　宮 ～ 栃　木 大　宮 ～ 新鹿沼 小　山 ～ 那須塩原

宇都宮 ～ 新白河 熊　谷 ～ 中之条 熊　谷 ～ 上毛高原 熊　谷 ～ 軽井沢 熊　谷 ～ 安中榛名

熊　谷 ～ 佐久平 本庄早稲田 ～ 上毛高原 本庄早稲田 ～ 軽井沢 本庄早稲田 ～ 佐久平 高　崎 ～ 長野原草津口

高　崎 ～ 佐久平 高　崎 ～ 上　田 久　喜 ～ 薮　塚 久　喜 ～ 新桐生 館　林 ～ 浅　草

足利市 ～ 浅　草 北千住 ～ 足利市 北千住 ～ 太　田 北千住 ～ 栃　木 浅　草 ～ 太　田

浅　草 ～ 栃　木 柏 ～ 友　部 柏 ～ 水　戸 柏 ～ 勝　田 水　戸 ～ いわき

第９条第８項に定める区間

区　　　間



区　　　間

いわき ～ 相　馬 軽井沢 ～ 長　野 錦糸町 ～ 成　東 錦糸町 ～ 横　芝 錦糸町 ～ 八日市場

錦糸町 ～ 旭 千　葉 ～ 八日市場 千　葉 ～ 旭 千　葉 ～ 銚　子 大　網 ～ 安房鴨川

大　原 ～ 海浜幕張 大　原 ～ 蘇　我 御　宿 ～ 海浜幕張 勝　浦 ～ 海浜幕張 勝　浦 ～ 蘇　我

上総興津 ～ 海浜幕張 上総興津 ～ 蘇　我 安房小湊 ～ 海浜幕張 安房小湊 ～ 蘇　我 安房鴨川 ～ 蘇　我

三　島 ～ 静　岡 新富士 ～ 掛　川 静　岡 ～ 浜　松 豊　橋 ～ 名古屋 豊　橋 ～ 水　窪

豊　橋 ～ 中部天竜 名古屋 ～ 米　原 名古屋 ～ 白川口 名古屋 ～ 飛騨金山 名古屋 ～ 中津川

岐　阜 ～ 白川口 岐　阜 ～ 飛騨金山 岐　阜 ～ 下　呂 岐　阜 ～ 飛騨萩原 岐　阜 ～ 敦　賀

大　垣 ～ 敦　賀 米　原 ～ 武　生 米　原 ～ 鯖　江 米　原 ～ 福　井 米　原 ～ 京　都

高　山 ～ 富　山 長　浜 ～ 福　井 敦　賀 ～ 芦原温泉 敦　賀 ～ 京　都 武　生 ～ 小　松

武　生 ～ 金　沢 鯖　江 ～ 金　沢 福　井 ～ 松　任 福　井 ～ 金　沢 芦原温泉 ～ 金　沢

小　松 ～ 七　尾 金　沢 ～ 富　山 金　沢 ～ 黒部宇奈月温泉 金　沢 ～ 七　尾 金　沢 ～ 和倉温泉

新高岡 ～ 黒部宇奈月温泉 新高岡 ～ 糸魚川 富　山 ～ 糸魚川 糸魚川 ～ 長　野 糸魚川 ～ 飯　山

上諏訪 ～ 信濃大町 塩　尻 ～ 中津川 塩　尻 ～ 長　野 木曽福島 ～ 多治見 木曽福島 ～ 松　本

木曽福島 ～ 明　科 松　本 ～ 白　馬 松　本 ～ 南小谷 松　本 ～ 篠ノ井 松　本 ～ 長　野

安中榛名 ～ 上　田 安中榛名 ～ 長　野 佐久平 ～ 長　野 佐久平 ～ 飯　山 上　田 ～ 飯　山

京　都 ～ 日根野 京　都 ～ 関西空港 京　都 ～ 綾　部 京　都 ～ 福知山 京　都 ～ 西舞鶴

新大阪 ～ 柏　原 新大阪 ～ 西明石 新大阪 ～ 姫　路 新大阪 ～ 海　南 新大阪 ～ 和歌山

大　阪 ～ 柏　原 尼　崎 ～ 柏　原 姫　路 ～ 岡　山 姫　路 ～ 佐　用 姫　路 ～ 和田山

姫　路 ～ 八　鹿 姫　路 ～ 江　原 姫　路 ～ 豊　岡 姫　路 ～ 竹　田 相　生 ～ 岡　山

上　郡 ～ 鳥　取 岡　山 ～ 福　山 岡　山 ～ 新尾道 岡　山 ～ 新　見 岡　山 ～ 多度津

岡　山 ～ 観音寺 岡　山 ～ 川之江 岡　山 ～ 伊予三島 岡　山 ～ 善通寺 岡　山 ～ 琴　平

岡　山 ～ 阿波池田 岡　山 ～ 三　原 岡　山 ～ 大　原 倉　敷 ～ 新　見 新倉敷 ～ 新尾道

新倉敷 ～ 三　原 福　山 ～ 東広島 新尾道 ～ 広　島 宝　塚 ～ 柏　原 宝　塚 ～ 福知山

三　田 ～ 福知山 柏　原 ～ 豊　岡 新　見 ～ 米　子 津 ～ 鵜　方 津 ～ 名　張

松　阪 ～ 紀伊長島 松　阪 ～ 尾　鷲 多　気 ～ 尾　鷲 新　宮 ～ 白　浜 紀伊勝浦 ～ 白　浜

紀伊勝浦 ～ 紀伊田辺 串　本 ～ 白　浜 串　本 ～ 紀伊田辺 白　浜 ～ 御　坊 白　浜 ～ 海　南

紀伊田辺 ～ 海　南 紀伊田辺 ～ 和歌山 南　部 ～ 和歌山 湯　浅 ～ 天王寺 藤　並 ～ 天王寺

海　南 ～ 天王寺 和歌山 ～ 天王寺 二　条 ～ 綾　部 二　条 ～ 福知山 二　条 ～ 東舞鶴

二　条 ～ 西舞鶴 亀　岡 ～ 綾　部 亀　岡 ～ 福知山 亀　岡 ～ 東舞鶴 亀　岡 ～ 西舞鶴

亀　岡 ～ 宮　津 園　部 ～ 福知山 園　部 ～ 東舞鶴 園　部 ～ 西舞鶴 園　部 ～ 宮　津

綾　部 ～ 城崎温泉 福知山 ～ 豊　岡 福知山 ～ 城崎温泉 福知山 ～ 網　野 福知山 ～ 峰　山

鳥　取 ～ 伯耆大山 鳥　取 ～ 米　子 倉　吉 ～ 米　子 倉　吉 ～ 松　江 米　子 ～ 鳥取大学前

松　江 ～ 大田市 出雲市 ～ 江　津 出雲市 ～ 浜　田 大田市 ～ 浜　田 大田市 ～ 益　田

益　田 ～ 新山口 児　島 ～ 伊予三島 高　松 ～ 観音寺 高　松 ～ 川之江 高　松 ～ 伊予三島

高　松 ～ 阿波池田 高　松 ～ 大歩危 高　松 ～ 板　野 高　松 ～ 池　谷 高　松 ～ 徳　島

高　松 ～ 阿　南 高　松 ～ 勝　瑞 坂　出 ～ 伊予西条 坂　出 ～ 川之江 坂　出 ～ 伊予三島

坂　出 ～ 新居浜 坂　出 ～ 阿波池田 宇多津 ～ 伊予西条 宇多津 ～ 阿波池田 丸　亀 ～ 新居浜

丸　亀 ～ 伊予西条 丸　亀 ～ 壬生川 多度津 ～ 新居浜 多度津 ～ 伊予西条 観音寺 ～ 今　治

川之江 ～ 今　治 伊予三島 ～ 今　治 新居浜 ～ 伊予北条 新居浜 ～ 松　山 伊予西条 ～ 伊予北条

伊予西条 ～ 松　山 壬生川 ～ 松　山 今　治 ～ 伊予大州 松　山 ～ 伊予吉田 松　山 ～ 八幡浜

松　山 ～ 卯之町 松　山 ～ 宇和島 伊予市 ～ 宇和島 鴨　島 ～ 阿波池田 阿波池田 ～ 後　免

阿波池田 ～ 高　知 阿波池田 ～ 徳　島 阿波池田 ～ 阿波川島 土佐山田 ～ 須　崎 後　免 ～ 須　崎

高　知 ～ 土佐久礼 高　知 ～ 窪　川 須　崎 ～ 中　村 栗　林 ～ 板　野 栗　林 ～ 池　谷

栗　林 ～ 徳　島 栗　林 ～ 勝　瑞 屋　島 ～ 池　谷 屋　島 ～ 徳　島 志　度 ～ 徳　島



区　　　間

徳　島 ～ 日和佐 徳　島 ～ 牟　岐 三　原 ～ 広　島 広　島 ～ 徳　山 新岩国 ～ 新山口

徳　山 ～ 厚　狭 新山口 ～ 新下関 新山口 ～ 津和野 新山口 ～ 小　倉 新下関 ～ 博　多

小　倉 ～ 博　多 小　倉 ～ 新鳥栖 小　倉 ～ 中　津 小　倉 ～ 柳ケ浦 小　倉 ～ 宇　佐

小　倉 ～ 杵　築 折　尾 ～ 中　津 香　椎 ～ 行　橋 博　多 ～ 筑後船小屋 博　多 ～ 新大牟田

博　多 ～ 新玉名 博　多 ～ 佐　賀 博　多 ～ 江　北 博　多 ～ 肥前鹿島 博　多 ～ 武雄温泉

博　多 ～ 有　田 博　多 ～ 嬉野温泉 博　多 ～ 行　橋 博　多 ～ 日　田 博　多 ～ 天ケ瀬

二日市 ～ 新大村 鳥　栖 ～ 肥前鹿島 鳥　栖 ～ 諫　早 鳥　栖 ～ 武雄温泉 鳥　栖 ～ 早　岐

鳥　栖 ～ 佐世保 鳥　栖 ～ 新大村 鳥　栖 ～ 嬉野温泉 久留米 ～ 熊　本 久留米 ～ 天ケ瀬

久留米 ～ 豊後森 久留米 ～ 由布院 筑後船小屋 ～ 熊　本 筑後船小屋 ～ 新八代 新玉名 ～ 新鳥栖

熊　本 ～ 新水俣 熊　本 ～ 出　水 熊　本 ～ 新鳥栖 熊　本 ～ 宮　地 熊　本 ～ 豊後竹田

肥後大津 ～ 豊後竹田 新八代 ～ 出　水 新八代 ～ 川　内 新水俣 ～ 鹿児島中央 出　水 ～ 鹿児島中央

鹿児島中央 ～ 都　城 鹿児島中央 ～ 西都城 鹿児島 ～ 西都城 新鳥栖 ～ 肥前鹿島 新鳥栖 ～ 諫　早

新鳥栖 ～ 武雄温泉 新鳥栖 ～ 有　田 新鳥栖 ～ 早　岐 新鳥栖 ～ 佐世保 新鳥栖 ～ 新大村

新鳥栖 ～ 嬉野温泉 佐　賀 ～ 諫　早 佐　賀 ～ 長　崎 佐　賀 ～ 早　岐 佐　賀 ～ 佐世保

佐　賀 ～ 新大村 江　北 ～ 諫　早 江　北 ～ 長　崎 長　崎 ～ 武雄温泉 長　崎 ～ 嬉野温泉

中　津 ～ 別　府 中　津 ～ 大　分 柳ヶ浦 ～ 別　府 柳ケ浦 ～ 大　分 宇　佐 ～ 大　分

別　府 ～ 佐　伯 大　分 ～ 豊後中村 大　分 ～ 佐　伯 大　分 ～ 日　田 大　分 ～ 天ケ瀬

大　分 ～ 豊後森 大　分 ～ 宮　地 大　分 ～ 豊後竹田 鶴　崎 ～ 佐　伯 津久見 ～ 日向市

佐　伯 ～ 延　岡 佐　伯 ～ 日向市 延　岡 ～ 宮　崎 延　岡 ～ 南宮崎 延　岡 ～ 宮崎空港

南延岡 ～ 宮　崎 南延岡 ～ 南宮崎 南延岡 ～ 宮崎空港 日向市 ～ 宮　崎 日向市 ～ 南宮崎

日向市 ～ 宮崎空港 宮　崎 ～ 都　城 宮　崎 ～ 西都城 南宮崎 ～ 国　分 新水前寺 ～ 豊後竹田

宮　地 ～ 三重町 春日部 ～ 栃　木 春日部 ～ 新鹿沼 栃　木 ～ 鬼怒川公園 栃　木 ～ 新藤原

栃　木 ～ 龍王峡 栃　木 ～ 川治温泉 下今市 ～ 春日部

２　上記以外の区間で、特別急行列車を利用すれば用務地での前泊又は後泊が不要となるなど経済的な旅行となる

　場合又は機構の債権保全のための業務など特に緊急を要する業務のため特別急行列車を利用して旅行する必要が

　ある場合であって、旅行命令権者が適当と認めた場合。



 
（ 様 式 １ ） 

  年  月  日 

 
 
 
 

旅行命令権の委任に関する届出書 
 
 

 
理  事  長   殿 

部   門   名： 
旅行命令権者： 

 
 
 

下記のとおり、旅行命令権を委任します。 

 
 
 
記 

 

 

 

受 任 年 月 日   年  月  日 

受  任  者  

 



（　様　式　２　）

年 月 日

所属：
 職  ：
氏名：

１．旅行の内容

(1) 年 月 日 ～ 年 月 日

(2)

(3) 　　　　　　　　　　　　〔住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

２．旅行の日程

月　　日

（以下、旅行完了後に記入）

　　上記のとおり旅行を完了しましたので、報告いたします。

年 月 日

氏名：

※　必要により参考資料を添付すること。

旅行期間

記

旅　行　計　画　書　／　報　告　書

目的地・宿泊地旅　　行　　概　　要

用 務 先

用      務



( 　様　式　 ３　)

起案：　　年　　月　　日

決裁：　　年　　月　　日

□ 旅費 □

□

No.

発
令
年
月
日

　　簿旅　　行
命　　　　　令
依　　　　　頼

役 職 （ 又 は 職 業 ） 氏　　　名

独立行政法人　国立青少年教育振興機構

事業旅費

旅　費　の　出　途

有　　無

謝金支出の有無

日間

  備 考

自　　　年　　月　　日

至　　　年　　月　　日

職 務 の 級

旅
行
日
程

月日 出発地

旅
 

行
 

期
 

間

経    路 到着地

     年 　　月　 　日

宿泊地 用務先

所   属   部   局   課 住　　　所

（ 又 は 所 属 団 体 ） （ 又は居所 ）

用務内容

一般(一)　　級

してよろしいか伺います。
依　頼

起案者所長・部長

下記のとおり
発　令

合
議
欄



（　様　式　４　）

円 円 円 円

路程
急行
料金

特別車
両料金
その他

計 路程 運賃

寝台
料

金その
他

定 額 実費額
日
数

定 額 定 額
日
数

定 額

km 円 円 円 円 km 円 円 円 円 円 km 円 日 円 夜 円 夜 円

km

円

円 円 円
備

考
円

旅        費
計　　　算
精　　　算

　　　書

規程第四十一条

支
度
料

定額 既給額 差引額

合　　　　　　　　計

航
空
賃運賃

車　　賃 日　　当 宿 泊 料 日額旅費

日
数

宿泊地 特別船
室料金

計
年月日 出発地 経 路 到着地

鉄　　　　道　　　　賃 船　　　　　　　　　　　賃

精　　　　算　　　　額 追　　　　　　求　　　　　　額 返　　　　　　　納　　　　　　　額　

独立行政法人　国立青少年教育振興機構

所属部局課（又は所属団体） 役職（又は職業） 職 務 の 級 氏　　　　　　　　名

一般職（-）　級相当

概　　　　算　　　　額



（　様　式　５　）

円 円 円 円

路程
急行
料金

特別車
両料金
その他

計 路程 運賃
寝台料
金その

他
定 額 実費額

日
数

定 額 定 額
日
数

定 額

km 円 円 円 円 km 円 円 円 円 円 km 円 日 円 夜 円 夜 円

km

円

移　転 着後 計

料 キロ
メートル 手当 日 円 夜 円

円

備　　　考

円円円円 円円

車　賃 日　当 宿泊料 食卓料 着後手当 計

円

船　賃 航空賃

円 円

旅        費
計　　　算
精　　　算

　　　書

路　　程 支給額

移
転
料

扶
養
親
族

計

人

区　　　　分

十二歳以上

六歳以上十二歳未満

六歳未満

人　　員

日　　当

円

宿泊料

鉄道賃

合　　　　　　　　計

航
空
賃運賃

車　　賃 日　　当 宿 泊 料 日額旅費

日
数

宿泊地 特別船
室料金

計
年月日 出発地 経 路 到着地

鉄　　　　道　　　　賃 船　　　　　　　　　　　賃

精　　　　算　　　　額 追　　　　　　求　　　　　　額 返　　　　　　　納　　　　　　　額　

独立行政法人　国立青少年教育振興機構

所属部局課（又は所属団体） 役職（又は職業） 職 務 の 級 氏　　　　　　　　名

一般職（-）　級相当

概　　　　算　　　　額

規程第四十一条

円

支度

料

定　　額

円

既給額

円

差引額

円



（ 様 式 ６ ）

施設名：
所長名：

年

用務先 目的 相手方の感触 備考
月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

用務先 目的 相手方の感触 備考
月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

（ 担 当 者 ）
所属：
氏名：

※10行目E列には最終更新の月を記載してください。

※該当する旅行がない場合は、旅行期間に「月」のみ更新し、用務先に「該当なし」を記入ください。

※M列「目的」について：旅行の主な目的を記載してください。

【a】教育事業運営・利用促進　【b】運営協議会等の円滑な運営　【c】教育委員会・大学等との人事交流促進　【d】民間企業との連携促進　【e】その他

※N列「相手方の感触」について：依頼事項を伝えた場合の相手方の様子を記載してください。特に効果が見られた事例等については、概要欄に記入してください。

【A】今年度以内に実現（利用）可　【B】次年度以降に実現（利用）可　【C】検討（引き続き、対応（利用促進）の依頼を行う）

地 方 施 設 所 長 に 係 る 旅 行 一 覧 報 告 書

理 事 長 殿

月の旅行について、下記のとおり完了しましたので報告します。

旅行期間 用務内容

旅行期間 用務内容
【旅行命令によらない業務上の外出等】

【旅行命令に基づく出張】
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